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より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

○水防活動効率化検討
平成29年度検討
①水防活動の現状把握のため、水防団、自治体、消防署員にヒアリングを実施

【対象自治体は河北町、天童市、白鷹町、南陽市（1.5～3時間）】
平成30年度検討項目
①国・県・自治体保有資機材の備蓄状況、不足資機材の種類を整理する。
②資機材の共同利用方法の検討。
③防災情報伝達、共有ツールの検討。
④国・県・水防団等への情報伝達ルールの明確化

防 ぐ

水防活動の現状把握

H29年度 H30年度 H31年度 H32年度

必要資機材の種類や
数量、備蓄方法の検討

防災情報伝達、共有
ツールの検討

調査検討
資機材の共同利用方法

の検討

水防管理者、水防団長
へのセミナー実施

水防訓練（実地、机上）

継続実施

運用

概ね５年で実施する検討工程と項目

設計基本検討

調査検討

運用設計

トップセミナー実施
（H29.5.23）

置賜１地区

危機管理演習実施
（H29.8.30）

村山１地区

危機管理演習実施
予定

置賜２地区

危機管理演習実施
予定

村山２地区

危機管理演習実施
予定

水防団ヒアリング
（H29.12.12、19、
26、H30.1.16）
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より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化＿【実態把握調査】

～水防団ヒアリング結果～

項目 主な内容 効率化の可能性

1.効率的な

水防活動
の実施

・基準観測所下流で規模の大きい河川が合流するため、水防団の出動等の判断
に基準水位観測所水位を使わず、町内に設置されている補助観測所水位を用
いている。

・最上川支川に県の水位観測所は無く、設置予定も無いことから、水防団では
支川の水位上昇が把握できず、出動判断はこれまでの経験に基づく場合が多
い。

●危機管理型水位計の整備
・危険箇所や直近上流の水位把握のため、危

機管理型水位計を整備する。

・固定式、可搬式を整備し、可搬式は出水に
応じて、複数自治体で活用する。

2.水防団の
安全確保

・水防団員は、一回出動すると出っ放しであるが、分団長の判断で交代するこ
ともある。現段階で交代等の明確なルールはないが、今後、長期間の対応が
必要な場合、水防団員の労務管理が課題となる。

・水防団の退避の判断は、現場もしくは町が判断することになるが、現場では、
分団長が水位上昇スピードや夜間等の条件を踏まえて感覚的に退避を判断し
ている。

●退避の考え方の整理
・水防団員の安全確保と現地状況の把握との

両立を目的とした、退避の考え方を整理す
る。

3.情報伝達
と共有

・水防団への情報提供について、上流での氾濫発生等は伝えるが、特にいつ何
を伝えるとは決まっていない。

・国から町に、重要な情報を入れてもらえば水防団に配信することは可能であ
る。一方、現場への必要十分な情報伝達が重要であり、細かい情報や多くの
情報を与えられても現場が混乱し、逆に困る。

●伝えるべき情報の整理
・決まった伝達経路で伝えるべき情報、一斉

に伝えるべき情報を整理する。

・下記、「防災情報の伝達・共有ツールの検
討」を行う。

・現地情報は、現地→団長→消防→災対本部（副署長）のルート、災対本部
（副署長）からの情報はこの逆のルートで伝達される。

・情報の伝達手法は、①LINE、②メール、③消防、市、水防団で共有できる

メールシステム④トランシーバーや車載無線、⑤携帯電話が用いられている
が、口頭や文章での伝達のみであったため、危険度合いが伝わりにくく、対
応の優先度判断ができなかった。

・タブレット等を用いて現地写真等で連絡できるとよいと思う。画像があるこ
とによって危険度合いの共有が今以上にうまくいくと思う。

●防災情報の伝達・共有ツールの検討
・タブレットやスマホ等による画像での現地

状況報告、位置情報報告等のツールを検討
する。

・タブレット等の購入方法、個人スマホの利
用、システムの運用や管理者等も検討する。

・氾濫危険水位到達～氾濫発生の段階で、山形河川国道事務所の巡視報告（情
報）が欲しい。国の巡視結果の把握が必要であり、リエゾンを通しての情報
共有が重要である。

・国交省巡視との情報交換は、巡視中に国交省の巡視にあえば報告する程度で
あり、会わなかった場合は情報交換を行うことはない。

・国の出水時巡視の情報は、巡視→出張所→事務所と伝達されるが、その情報
が自治体に伝達されているかは分からない。

●リエゾンの活用
・リエゾンの役割の整理、被害情報の収集、

伝達、自治体に出すべき情報を整理する。

防 ぐ
Ｈ29実施内容
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より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化＿【実態把握調査】

～水防団ヒアリング結果～

防 ぐ

項目 主な内容 効率化の可能性

3.情報伝達
と共有

・氾濫危険水位到達～氾濫発生の状況では、水防団が安全に活動するために、
越水から破堤までどのくらい堤防は持つのか、破堤に関する情報（漏水な
ど）を共有したい。

・水防団員の集合まで約30分かかるが、30分間にどれくらい水位が上昇するか
を知りたい。

●国との情報伝達のルールの明確化
・特に、どの段階でどのような情報を収集、

整理、伝達するかを確認し、書面に残す。

・水防団から見られる形で水位予測が欲しい。1時間予測のみ、上昇見込み、

もしくは下降見込みだけでもよく、水位予測情報があれば状況に応じた適切
な水防活動ができる。

●予測水位資料の提供
・予測水位資料の提供のあり方を、一定の手

順を決める。

4.資機材面
での支援

・水防団の装備は、ライフジャケット、土のう袋、スコップ程度である。基
本的に水防活動を行うための資機材が不足している。

・松杭、土のう、ブルーシートは十分に確保されているが、整備から時間が
経っており、古くて使えない可能性がある。

・最上川上流管内において、国、県、自治体でどのくらいの資機材を保有し
ているかを確認することが必要である。

●資機材の整備状況の整理
・最上川上流管内（直轄管理区間が無い自治

体含む）の国、県、自治体保有資機材の整
理、不足資機材の種類、数量等を整理する。

・水防活動のための資機材が不足する場合、場合によっては上下流の自治体間
で水害時に共有することも必要である。水防倉庫の中の資機材を共有できる
ようなシステムがあればよいのではないか。

・流域の自治体で負担金を出して資機材を共同購入する等も考えられる。広域
連携としての負担金という位置づけであれば自治体も比較的予算を確保しや
すい。

●共同利用方法の検討
・共同購入方法、共同利用の仕組み、資機材

の管理を検討する。

・可能と判断された場合、購入資機材の種類、
購入や管理の単位（ブロック）等を検討す
る。

5. 水防団
の現状

・水防団員の年齢は、30代後半から40代の方が多く、サラリーマン団員が8割
程度である。

・羽越水害の経験も無く、羽越水害以降、最上川の水害が発生していないため、
洪水時に最上川の状況がどのようになるのか理解できない。

・最上川本川で出動したことはここ最近無い。
・今まで漏水対応の経験がない。

●訓練等による水防技術の維持

Ｈ29実施内容
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広域避難を考慮したＨＭの作成・周知

リスクマップの提供リスクマップの作成

H29年度 H30年度 H31年度 H32年度

要配慮者施設浸水、要
立退避難者数の想定

広域避難計画の検討

指定避難所収容可能人
数の想定

防災情報の提供方法・
共有方法の検討

各種演習の実施（避難・
排水・水防）

継続して実施（演習支援・シナリオ付与）
避難・水防・排水など訓練通して検証

ホットライン・危機管理型水位計の活用
出水時の情報共有の在り方

協定検討課題分析

置賜１地区

危機管理演習実施
（H29.8.30）

リスクマップの提供

リスクマップの提供

洪水ＨＭの作成

地域防災計画策定

浸水情報表示方法
の基礎検討

周

知

逃がす

平成30年度検討項目
①水防活動効率化検討
②避難行動に着目した詳細タイムライン検討
③住民目線の情報伝達のあり方

平成29年度検討結果
①リスクマップ作成
②水防活動ヒアリング
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広域避難を考慮したＨＭの作成＿【水害リスクマップの作成】

●水害リスクマップの作成
□想定される浸水深や浸水が継続する時間、家屋が倒壊する可能性のある区域の情報から、「早急に立退避難」が必
要となる区域を明確化（居住者の避難行動支援の観点から二階建て・一階建てに分けて表示）

中山町 想定最大規模のリスクマップ 中山町 要立退き避難エリア（２Ｆ居住者用）

リスク
分析
から

とるべ
き避難
行動を
明確化

リスク分析ととるべき避難行動の明確化

□想定される水害のリ
スクマップを作成し、
指定避難所や要配
慮者施設の浸水や
立退避難必要エリア
を可視化。

行政のみの参考情報

※行政の立場において、居住者の避難行動支援の観点から２階建て・１階建てに分けて表示したものであり、行政サイドの参考資料として活用する。

逃がす
Ｈ29実施内容
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【H30年度取組みスケジュール】

H30.2.13 第一回防災教育委員会

H30.5.11 第二回防災教育検討会

(公開授業までに資料作成を学校と連携)

5月 山形市校長会において取組紹介

7月 社会科公開授業

9月 理科公開授業

10月 第三回防災教育検討会

12月 第四回防災教育検討会

学習プログラム修正・完成

3月 冊子配布

山形市立大郷小学校をモデル校とし、平成32年度新学習
指導要領での授業開始を見据え、社会科・理科の授業での
防災教育を支援する水防災学習プログラムを作成します
（平成30年度末予定）。
防災教育検討会を設け、行政側が持つ記録写真・映像な

どを教材として提供し、児童を通じた地域住民の防災意識
向上を目指します。

防災教育支援への取組

■取組のポイント
①担任の先生が授業
②理科・社会 の教科として授業
③地元を流れる川を題材

浸水実績図
（S42羽越水害）

資料を教材として提供

Ｓ４２羽越水害 被害写真
山形市 門伝橋の崩壊

作成イメージ

逃がす

第１回防災教育検討会

第2回防災教育検討会

水防災学習プログラム作成
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防災教育検討会関係記事

平成３０年２月１４日（水）
山形新聞 朝刊２６面

逃がす
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避難勧告の発令に着目したタイムライン ～検討(案)～

○「水防災意識社会再構築ビジョン」における、「住民目線のソフト対策」の一つとしてタイムラインを策定。

○災害時に「いつ」「誰が」「何を」行うかを時系列で関係機関の役割を明らかにすることで、防災行動を滞
りなく行えるようにする。

水防災意識社会再構築ビジョン策定前から沿
川自治体で簡易版タイムラインを策定

従 来 改 善

より具体な行動を示したタイムライン（詳細版）を
策定へ

タイムライン

（詳細版）策定
沿川自治体へ

の展開
タイムラインの
検証・改善

流域の防災意
識のより一層

の向上

逃がす

8



１.タイムライン（防災行動計画）とは

○ 災害時に「いつ」「誰が」「何を」行うかを時系列で、関係機関の役割を明らかにして整理
されており防災行動を滞りなく行い、早め早めの対応を実現。

いつ

何を

誰が

いつ・・・行動時刻

誰が・・・防災関係機関

何を・・・防災行動内容

※タイムラインイメージ

氾濫発生時刻を「０時」とし、
それ以前を「－○時」として表記

［他市の事例］
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2.福島県郡山市でタイムライン（詳細版）を策定
○ 福島県郡山市でタイムライン（詳細版）を策定。３３２個にわたる防災行動項目につい

て、「いつ」「誰が」「何を」行うかを詳細に整理した。

［他市の事例］
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排水計画の作成等＿【排水活動重点対策箇所の検討(案)】

重点対策区域（案）
の設定

大規模水害初期（内水）
の重点対策区域設定

H29年度 H30年度 H31年度 H32年度

基本検討
代表ブロック設定

市町区域確認後、合同巡視、
実働演習等

大規模水害時（堤防決壊
時）の排水計画検討

資料収集整理
氾濫特性等の把握

下水道網調査

排水施設諸元・管理
者調査

排水ポンプ車の配置
検討（代表ブロック）

代表ブロックでの
配置検討

代表ブロックでの

関係機関連絡体制、
協定の検討

排水ポンプ車の配置
検討（他ブロック）

その他ブロックで
の配置検討

関係機関連絡体
制、協定の検討

排水計画策定 体系化

演習・訓練の実施と検証
代表ブロック

排水訓練、応急復旧
訓練

継続的に実施排水訓練、応急復旧訓練の実施

排水ポンプ車
配置計画作成

配置計画
（案）作成

取り戻す

○排水活動重点対策箇所の検討
平成29年度検討
①大規模水害初期（内水）の重点対策区域の検討

平成30年度検討項目
①大規模水害時（堤防決壊時）の排水計画検討【排水ポンプ車の配置検討（代表ブロック）】
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排水計画の作成等＿【大規模水害初期（内水）の重点対策区域の検討】

●大規模水害初期の内水被害軽減のため、市町毎に重点対策区域を設定
□頻度の高い内水被害に対して、迅速にポンプ車を配置できるよう、過去の浸水実績やシミュレーションにより、重点対
策区域（案）を設定。

過去10年間程度の浸水実績箇所と内水シミュレーションに
よって高頻度で長時間浸水する区域を重ね合わせ

更に家屋浸水の可能性がある区域に排水系統を考慮して
重点対策区域を設定

重点対策
区間（案）

MR.67右岸堤防

・搬入幅：3.5m
・作業スペース：１台あたり20m
・ポンプ運転に必要な
ピット深さ：1.0m

※適当な水路がない場合は、ピット
（釜場）の設置が事前に必要

ポンプ車による排
水（内水支援）

取り戻す
Ｈ29実施内容
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洪水時の河川巡視や水防活動を支援するため、最上川を横断する橋梁に設定水位を
表示します。各基準観測所の量水標と合わせて水位を確認出来るようにします。希望す
る自治体と管理者等との調整が整った箇所から水位表示の充実化をはかっていきます。

橋梁橋脚への水位表示について

橋脚への表⽰例 量⽔標との連携した⽔位確認

最上川

最上川

氾濫危険⽔位

氾濫注意⽔位

氾濫判断⽔位

洪水予報の判断となる基準観測所付近の橋梁にマーキングを行います。

見える化
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洪水時の河川巡視や水防活動を支援するため、重要水防計画書の「堤防
高」及び「法崩れ・すべり」、「漏水」について、「ランクＡ」及び「ランクＢ」、「評
価無し」が現地で分かるよう河川距離標（約２００ｍ間隔に設置）の表示板の
支柱にテープ表示しました。

重要水防箇所の現地表示について見える化

現地表示状況表示テープ位置
上：堤防高
中：法崩れ・すべり
下：漏 水

表示テープの色
ランクＡ：赤
ランクB：青
評価無：白
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洪水の被害や脅威を後世の人たちに伝えるため。過去洪水で水位が上
がった箇所に洪水痕跡水位を表す表示看板の設置を行います。今後希望す
る自治体と調整しながら行っていきます。

洪水痕跡の現地表示について

【現地表示例】

見える化
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具体的な取組
○最上川上流県管理河川のうち、洪水予報河川及び水位

周知河川（３２河川）について洪水浸水想定区域図を
策定し公表する。

※青文字河川：H29.4策定・公表済み（2河川）
※赤文字河川：H30.4策定・公表済み（5河川）
※紫文字河川：H29補正予算による実施河川（18河川）
※緑文字河川：H30予算による実施河川（3河川）
※黒文字河川：H31年度以降に実施予定（4河川）

想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図の作成推進

取組項目
○想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーションの公表。

村山総合支庁管内
須川、石子沢川、立谷川、馬見ヶ崎川、
村山高瀬川、小鶴沢川、前川、倉津川、
乱川、押切川

村山総合支庁
（西庁舎）管内

月布川、沼川、寒河江川

村山総合支庁
（北庁舎）管内

村山野川、白水川、日塔川、大旦川、
富並川

置賜総合支庁管内
屋代川、最上川、堀立川、羽黒川、
天王川、砂川、鬼面川、吉野川、
誕生川、織機川、犬川、黒川

置賜総合支庁
（西庁舎）管内

置賜白川、置賜野川

洪水予報河川【最上川上流県管理】2河川

水位周知河川【最上川上流県管理】30河川

河川着色凡例

H31以降予定

H30.4公表

H29補正対応

H29.4公表

H30現年対応

河川名着色凡例

16



17



18



19



20



21



避難確保計画作成推進の課題等

○平成30年2月21日、23日に開催した市町等担当者説明会で出された主な質問は下記のとおり
・小学校が氾濫区域に入っているため計画の作成を考えている。他の市町村で作成した計画があれば参考に提供

していただきたい。
・保育園の避難確保計画作成を検討している。事例があれば提供していただきたい。
・計画策定の期限は定められているのか。
・病院で避難確保計画の作成を検討している。事例があれば提供していただきたい。
・避難確保計画は、既存の火災等の避難計画に加筆する方法でも良いのか。
・難計画の実施について、どのような支援を考えているのか

○避難訓練の実施について
・各地区（村山・置賜）において、各１施設を選定し避難訓練に行政機関が参加
・避難訓練への支援策について、幹事会で検討したい。

シナリオ作成への支援が必要
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危機管理型水位計の設置（全国の取組概要）

取組項目
○リスクが⾼い箇所及び河川⽔位等を監視するためのCCTVカメラ及び簡易⽔位計等の整備、及びCCTVカメラ
画像の受信設備の設置

具体的な取組
・近年５ヶ年の洪⽔による浸⽔箇所を対象に量⽔表の設置を進める。
・簡易⽔位計については、活⽤⽅法等について地域の⽅も交えて検討を⾏い、必要性の⾼い箇所への設置を検討。
・危機管理型⽔位計の設置
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危機管理型水位計の設置河川の選定（山形県の考え方）

県では、主に下記の条件により設置箇所を選定
・ 既存⽔位計の受持ち区間の延⻑が⻑いことから既存⽔位計の補完が必要な河川
・ 役場等重要施設が近接する河川
・ ＤＩＤ地区（市街地）等を貫流する河川
・ 直轄の背⽔対策に課題のある河川（下流の直轄区間の⽔位の影響を受けて⽔位が上昇する河川）
・ その他、河川管理者が⽔位把握が必要と判断した河川

総合支庁 設置対象河川

村山

本庁舎
新堀川 犬川 龍山川 荒町川 河原期川 摺鉢沢川

本沢川 後明沢川 蔵王川 生居川 樽川

西庁舎 月布川 古佐川 法師川

北庁舎 富並川 大沢川

置賜
本庁舎 羽黒川 鬼面川 黒川 大樽川 蛭川 和田川

西庁舎 置賜野川 荒川③

最上 最上小国川 升形川② 泉田川② 角川 中の川

庄内
立谷沢川 相沢川 田沢川 京田川③ 藤島川② 黒瀬川

青竜寺川 大山川③ 荒瀬川 庄内小国川 今野川 豊川

危機管理型水位計の設置河川

※青文字の河川は、既存水位計が設置されている河川
※河川名の後に示した数は、複数設置する河川の設置基数

具体的な設置箇所
・ 県 全 体：４１河川 ５０箇所（このうち新規設置河川数：２０河川 ２０箇所）
・最上川上流域：２３河川 ２３箇所（このうち新規設置河川数：１７河川 １７箇所）
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危機管理型水位計の位置付け及び設置スケジュール

○危機管理型水位計の位置付け
・洪⽔予報河川、⽔位周知河川に追加する⽔位計は、既存⽔位計の
補⾜機器としての位置付けとする。（危険⽔位等は既存資料を基
に算出する）

・今回、新たに追加する河川の⽔位計は、当⾯、洪⽔の⽔位観測機
器としての位置付けとする。（危険⽔位等は市町村からの聞き取
りにより設定する）

・新たに追加する河川は、⽔位データを蓄積し、⽔位周知河川に指
定する可能性がある。

・⽔位計の観測⽔位は、市町村が避難勧告等を発令する⽬安として
活⽤する。

○設置スケジュール
・設置箇所の最終調整３⽉〜４⽉（市町村と設置箇所の最終調整を
実施）

・発注準備４〜５⽉
・台⾵シーズン前までに設置予定

○危機管理型水位計の課題
・現時点で、⽔位計の観測開始をプッシュ型配信等で知らせる仕組
みがないことから、⽔位上昇の確認漏れを回避するための対応策
の検討が必要である。

・危機管理型⽔位計の市町村の活⽤⽅法を確認する必要がある。
（⽔防計画への位置付け、ホットラインの実施について調整が必
要）

解 説
プッシュ型：危険⽔位等に到達した際に、携帯

電話等に⾃動でメールが配信され
る仕組み

クラウド：データをインターネット上に保存
し、データ処理・閲覧を可能にす
る仕組み
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